
新潟県県内高速バスネットワーク計画（第2期）
◆対象区域：新潟県全域
◆計画期間：令和8年度から令和12年度の5年間

本県の都市間高速交通ネットワークの目標像 評価指標と目標値計画の目的

近年、県内人口減少やマイカー利用の増加に加
え、物価高騰や人件費の上昇による収支状況の悪
化、さらには運転士・整備士不足といった課題が
深刻化していることから、県内高速バスネット
ワークの縮小による地域間交流や観光振興への悪
影響が懸念されます。
こうした状況に対応するためには、高速バスの

利便性向上や情報発信等の取り組みを、官民が一
体となって進めることが不可欠です。
このような背景を踏まえ、本計画では、県内主

要都市間を結ぶ高速バスを地域の価値を高め、生
活の質（QOL）を確保するための重要なツールと
位置づけ、利便性の高い交通サービスの提供や情
報発信の強化を通じて、多くの方に選ばれる移動
手段としていくことを目指しています。
なお、本計画は、鉄道と高速バスの役割分担を

踏まえつつ、既存の鉄道網を前提として、県内高
速バスネットワークの将来像を示すものとします。

※集計は、バス年度（10月～９月）で算出
※指標1-1の目標値は、R7年度（R6.10～R7.9）の県内高速バス利用者数をもとに新潟県の
人口減少率を加味して設定

※指標1-2の実績は事業者の路線ごとの収支データから算出する
※指標1-3は、市町村補助、新潟県補助、国庫補助の運行継続に係る公的資金の合計(R8年2
月時点の見込み)

計画の推進にあたっては、計画に定める基本理念並びに目標の達
成に向けて、各事業にまたがる基本的な評価指標を設定し、行政や
県内高速バス運行事業者など多くの関係者が共通認識をもったうえ
で、事業の実施、計画の進捗確認、評価・見直しを行っていきます。

※R8.2月時点
※上越線、東三条線、柏崎線、五泉・村松線は
地域公共交通確保維持改善事業（地域間幹線
系統確保維持費国庫補助金）の対象路線

【基本理念】
「住んでよし、訪れてよしの新潟県」～新潟の人と地域をつなぐ、便利な県内高速バスネットワーク～

指標 現況
(令和7年度)

目標
(令和12年度)

【1-1】県内高速バスの年間利用者数 76.9万人 80.4万人

【1-2】県内高速バスの収支率 83% 維持

【1-3】県内高速バスに対する公的資金投入額 83百万円 維持

区分 対象路線

県内高速バス路線
※運行回数3回以上
輸送量15～150人

上越線
東三条線
柏崎線
五泉・村松線

県内高速バス路線
※輸送量150人超 長岡線

県内高速バス路線
※運行回数3回未満

燕線
十日町線
糸魚川線

市町村運行路線
村上市高速乗合
タクシー
阿賀町バス

高速道路
鉄道（在来線）
鉄道（新幹線）

本計画の対象

課題・基本理念・目標・事業

事業 概要 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度

① 企画乗車券の販売等による利用の促進 ・新規ユーザーの獲得や利用促進に向けた企画乗車券の
販売（路線バスとセット購入できる企画乗車券など）

② 貨客混載・広告掲載による新たな収入確保 ・高速バスによる拠点間輸送の実施を見据えた検討
・車内音声アナウンス等を活用した広告事業の実施

③ 持続可能な運行に向けた適切な運賃の設定 ・収支改善を目的とした適正運賃の設定及び改定

④ 高速バス路線の確保・維持に向けた各種
補助金制度の活用 ・国等の補助制度の積極的な活用

⑤ 利用者ニーズに合わせた運行ダイヤ・運行
経路の検討

・日常的な利用に対応したダイヤ調整
・主要施設へのアクセス向上を見据えた運行経路検討

⑥ 統一ブランドの認知度向上とニーズに対応
したサービス提供

・フルラッピング車両の導入推進や車内ポスターの掲示
・車内電源環境の整備やWi-Fiの高速化に向けた見直し

⑦ 高速バスと二次交通との情報連携 ・高速バス降車後の二次交通案内や情報の一元化を推進

⑧ 利便性向上に資する運行情報提供体制の
維持・更新

・GTFS-RT形式によるリアルタイムデータ提供、Google
マップ掲載、バスロケーションシステムの運用を継続

⑨ 利用者にとって分かりやすい系統番号の活用 ・バス停や公式HPでの系統番号の活用

⑩ 運転士・整備士の募集と確保に向けた
一体的な情報連携

・公式HPでの運転士・整備士募集情報の一元掲載
・採用イベントの共同開催等の検討

⑪ 効率的な運行体制の構築に向けた検討 ・資源の共有化や運行体制の効率化を図る方策について
関係事業者間で協議

⑫ 官民による新潟県内高速バスネットワーク
協議会の体制継続 ・新潟県内高速バスネットワーク協議会の体制継続

⑬ モビリティデータの活用によるニーズの
多角的な分析と事業監理

・ICカードやアプリ等のモビリティデータ及び路線別
停留所別乗降者数データ等の活用による事業監理

課題

収支率向上を前提とした
県内高速バスネット
ワークの持続可能な
収支構造の改善

1

利用者ニーズへの細かな
対応と、親しみやすい

サービスの提供

2

運転士不足等に
対応した

運行体制の効率化

3

目標

県内高速バス
ネットワークの
持続可能な

収支構造の改善及び
付加価値の創造

目標１

利用者が分かりやすく、
使いやすく、親しみやすい
サービスの実現に向けた

見直し

目標２

より効果的で効率的な
事業運営に向けた

連携体制・組織体制の構築

目標３

企画乗車券の
販売

新規企画乗車券の販売
効果が認められた場合は販売継続

実証実験 効果
検証 事業実施事業設計

関係機関協議
貨客
混載
広告
掲載

募集要項作成
バナー設置 事業実施

適正運賃の設定・改定

補助金申請（応募）・活用

適宜検討・実施

公式HP等を活用した情報発信、広報活動の強化認知度
向上

可能な内容から導入・実施サービス
提供

詳細検討実施に
向けた調整

適宜検討・実施

運行情報提供体制の維持・更新

ダイヤ改正に合わせて実施・更新

共通募集サイトの整備 サイトの更新・新たな連携方法検討

関係者協議・検討

新潟県内高速バスネットワーク協議会の継続的な運営

データを基にした事業監理
ニーズ分析

概要版

ニーズ分析 ニーズ分析

効果分析・評価 次年度の事業検討

効果で
判断
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令和８年３月策定
新潟県地域公共交通活性化協議会
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